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1.はじめに 

細粒土が凍結作用を受ける時，凍土中にアイスレンズ等による無数の亀裂が発生する．そして，融解時に

は，それらの亀裂が完全には閉塞しない．そこで，凍結融解土では透水係数が大幅に増加することとなる．

このような現象に注目して，汚染土壌の通水洗浄工法が提案された． 

この工法の適用性を検討するため，一連の実験を実施してきた．今回は，融解通水時の吸引圧等の条件を

変化させることで，効率的に洗浄することが可能となったので，その実験結果を報告する． 

2.実験方法 

試料土には藤森粘土（ρs:2.662g/cm3，LL:57.2%，PL:27.0%）

を用いた．試料土に所定濃度の塩化ナトリウム（以下，「NaCl」）

水溶液を加えて，含水比 70%に調整し，それを図 1に示す円筒

型土槽（高さ 80cm，内径 60cm）に投入し，載荷重 30kPaで供

試体を作成した．また，実験条件を表 1に示す． 

実験では凍結板に冷却液を循環することで，土槽壁面から中

心方向に凍結を行った．土槽中心付近の温度が氷点（－1.45℃）

を示した状態で凍結を終了した．融解は冷却液を温水に切り替

えて，凍結時と同様に行った． 

通水は融解と同時に始め，中心パイプより水頭差（h=80cm）

により補給水を供給し，壁面のドレーン材より土槽外へ導いた．

その後，さらに所定の負圧をドレーン材より与えた．今回（C19)

は，過去の実験結果を踏まえ，吸引圧を 30kPaと小さくした．

最後に，土槽壁面のドレーン材から補給水を供給し，中心パイ

プより排水させた（以下，「逆通水」）．透水係数は，通水時の排

水量より，被圧地下水の考えを準用して求めた． 

通水終了後は供試体を解体し，残留するNaCl量を測定した．

比較のため，凍結を行わない（C18）についても報告する． 

3.実験結果 

3.1 凍結を行わない場合（C18） 

図 2（a）に C18の排水量と NaCl濃度の関係を示す．図に示

すとおり，吸引時の排水量は，通水終了後までに 8.3Lが得られ

た．また NaCl 濃度は，通水直後には初期と同等の濃度が確認

され，その後，1.2%まで低下した． 

図 2（b）に通水時の透水係数の変化を示す．図より，透水係

数は通水期間を通じてほぼ一定の値を示し，4 方向を平均する
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表 1 実験条件 

Case C18 C19

凍結の有無 無し 有り

供試体高さ(cm) 46.7 46.6

初期含水比(%) 54.2 55.9

初期NaCl濃度(%) 1.7 1.8

通水時の水頭(cm)

融解通水時間(h) ― 24

吸引圧力(kPa) －30→－50→－70 －30

吸引通水時間(h) 48.0 48.0

逆通水時の水頭(cm)

逆通水時間（h） ― 24.5
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図 2 凍結を行わない場合（C18） 
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と 1.1×10－6cm/sであった． 

図 2（c）に実験後の供試体中の NaCl 分布を示す．初期濃

度（1.7%）に比べ，上段面（土槽底部より 40～45cm），中段

面（土槽底部より 25～30cm），下段面（土槽底部より 5～10cm）

ともに全体的には変化が少ない． 

3.2 凍結を行った場合（C19） 

図 3（a）に C19の排水量と NaCl濃度の関係を示す．通水

終了までに約 175L，さらに逆通水により約 63Lの排水が得ら

れた．排水濃度は，融解直後では，概ね初期（1.8%）と同じ

であり，負圧を加えると，約 0.6%まで低下し，吸引通水終了

時では 0.2%となった．さらに，逆通水時では時間経過ととも

に，0%から僅かに増加する結果であった． 

図 3（b）に通水時の透水係数の変化を示す．完全に融解し

た 24 時間時点の透水係数は 2.1～7.3×10－5cm/s（C18 の 20

～70倍）であった．その後，吸引通水終了時には 1.6×10－5cm/s

～6.5×10－6cm/sで，逆通水終了時では平均 2.6×10－5cm/sと

なった．逆通水時に透水係数が急激に増加した理由は，ドレ

ーン材表面に目詰まりしていた微粒子が逆方向からの通水に

より解消されたためと思われる． 

 図 3（c）に実験後の供試体中の NaCl 分布を示す．中・下

段面では，初期濃度（1.8%）に比べ，大きく濃度が低下して

いる．下段面において土槽中心に向かって，濃度が若干高く

なっているのは逆通水の影響と考えられる．これらに対して，

上段面の洗浄は進んでいない．これは，C19 では凍上量

（15.7mm）と不凍水含水比（16.8%）より推定すると，上段

面が凍結しなかったことが原因と考えられる． 

3.3 洗浄率の比較 

 表 2に今回の実験の洗浄率をまとめる．上段面は凍結が十

分でないため，比較検討の対象外とすると，凍結を行った C19

の洗浄率は約 95%であり，凍結を行わなかった C18では，同

じ段面で比較すると，洗浄率は約 12％程度となった． 

4.まとめ 

今回の実験より明らかになったことを以下にまとめる． 

①凍結融解作用を受けると，透水係数が未凍結の場合（C18）

と比較して約 20~70倍増加した．粘性土に対する凍結融解

の効果が確かめられた． 

②洗浄率は，未凍結の場合(C18)では約 12%，凍結融解の場合

（C19）では約 95%であった．この供試体は凍結融解作用を受

け，実質 3日間の通水によりほぼ完全に洗浄されていた．  
参考文献:1）伊藤譲･新居和人･嘉門雅史･福島信吾･野村忠明･伊豆田久雄:凍
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表 2 通水による洗浄率 （%）
C18 C19

無し 有り

上段 17.5 32.6

中段 12.1 95.6

下段 11.7 94.6

9.3 62.3

供試体よ
り計算

凍結の有無

Case

排水より計算
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